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１ 調達の概要 

 

 １．１ 目的 

国民健康保険雲原診療所（以下「診療所」という）において導入しているレセプトコ

ンピュータシステムの OS（Windows10）が、サポート期限を迎えるため当該システムの

調達を行う。 

 

１． ２ 現行のレセプトコンピュータシステム 

富士通 医療事務システム HOPE SX-S 

ハードウェア 

 ・ESPRIMO 588/V 1 台 

 ・CPU   FMCPRC0GV Core(TM)i3-8100 

 ・メモリ 8GB(8GB×1)（DDR4 DIMM） 

 ・HDD   256GB フラッシュメモリディスク 

 ・スーパーマルチ（厚型） 

 ・リカバリデータディスク＋ドライバーズディスク追加（Windows10 Pro 64bit 

版） 

  

ソフトウェア 

・HOPE SX-S V2 基本 無床診療所（1クライアント付き）【型番：A5149C1K】 

・HOPE SX-S V2 基本（レセプト連携チェック）【型番：A5149C4N】 

     ・HOPE SX-S V2 服薬情報発行 メディアパック【型番：A514CC18】 

        ・HOPE SX-S V2 服薬情報発行【型番：A5149C4G】 

    ・LB イメージバックアップ 12Pro【型番：3574V66001】 

    ・ESET NOD32 アンチウイルス 5 年 1ライセンス【型番 CMJ-ND12-041】  

 

１．３ マニュアルの納品 

   本システムを初めて操作する職員が、円滑に運用を開始できるよう、わかりやすい

操作マニュアル（紙媒体）を作成し納品すること。 

 

１．４ 納入期間 

設定及び設置作業の完了後、令和７年９月３０日（火）までとする。 

  

 

２ 調達要件 

 

２．１ハードウェア要件 

 

項

番 

種別 数量 要件 

１ レセプト用端末 1 台 【構成】デスクトップ型 

【OS】Windows（OS のバージョンは、調達から最低５

年間はサポートされる製品とすること） 

【CPU】Intel Core i3 以上 

【メモリ】8GB 以上 



【ディスプレイ】 液晶、21 インチ以上 

【性能】 

・レセプトのオンライン請求に係る業務用ソフトウ

ェアの動作に必要な推奨スペックを満たすこと 

・端末に HDD を搭載する場合は、RAID1（ミラーリン

グ）の構成とすること。ただし、SSD を搭載する

場合は、RAID1（ミラーリング）の構成は不要とす

る。 

【周辺機器】キーボード、マウス、その稼動に必要な

各種ケーブル類も含むものとする。 

２ プリンタ 1 台 ・レーザープリンタ 

・モノクロ、A4印刷が可能であること 

・USB 接続、LAN 接続が可能であること 

３ ネットワーク機

器 

1 台 ・現行の診療所内のネットワーク環境（ネットワーク

図参照）において次の事項が可能な製品であるこ

と。 

（１）オンライン請求事務 

（２）オンラインによる運用サポート。ただし、プ

ログラム改定対応については、CD 等の外部記

憶媒体送付による対応も可とする。 

・ネットワークを構築するために必要な LAN ケーブル

等も調達に含むものとする。 

・ＦＷ機能及びＵＲＬフィルタリング機能を有してい

ること。 

・通信ログをファイル形式で保存、出力することが可

能であること。 

４ 無停電電源装置

（UPS） 

1 台 ・インバータ方式であること 

５ 外付け HDD 1 台 ・500GB 以上 

・レセプト用端末のバックアップデータの保管に必要

な容量を有していること 

 

※ ハードウェアの各種製品については、５年間以上のメーカーサポートが可能な製品

であること。（ただし、UPS のバッテリー及び外付け HDD については対象外とする） 

※ 診療所内で利用可能な電源は１００Ｖとする。 

※ 中古品・新古品は不可とする。 

 

２．２ソフトウェア要件 

 

項

番 

種別 数量 要件 

１ レセプトのオン

ライン請求に係

る業務用ソフト

ウェア 

1 式 ・現行のシステム（上記 1.2 現行のレセプトコンピュ

ータシステム参照）が持つ業務に必要な機能を有し

ていること。 

・公的に運営される診療所にて２回以上採用実績が



ある製品であること。 

・オンラインによる電子レセプトの請求ができるこ

と。 

・薬剤・病名チェック機能がついていること。 

・薬剤文書（薬剤写真なし）発行ができること 

・京都府診療報酬請求書、社保・国保総括表、福祉請

求書発行ができること。 

【対応製品例】 

・MV-SH855YBR 

・HOPE/SX-T V1 

２ VPN 用ソフトウ

ェア 

1 式 オンライン請求時に利用するソフトウェアであり、社

会保険診療報酬支払基金より利用できることが保障

される製品であること 

３ Microsoft 

Office 2024 

１式  

４ ウイルス対策ソ

フト 

1 式 ・オンラインによる自動アップデートが可能である

こと 

・５年間の利用ラインセンスを有していること 

・以下の製品であること。 

トレンドマイクロ、シマンテック、Ｅ－ＳＥＴ、マカ

フィー、ソフォス 

  

２．３その他要件 

 

（１）OS及びソフトウェアは、納品時、調達するハードウェアにインストール及びソフ

トウェアのライセンス認証を完了していること。なお、OSについては、管理者用

ユーザと業務用ユーザを分けて作成すること。 

（２）レセプト用端末は、現行システムより以下のデータが移行された状態で納品するこ

と。 

   ・患者基本情報（保険・公費含む）・・・ ・・・・・ 全データ 

   ・病名情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 全データ 

   ・レセプト電算データ内の処方情報・・・・・・・・１２ヶ月 

   なお、データ移行の作業は本契約に含まれ、契約相手先が実施するものとする。 

（３）ネットワーク機器については、レセプト用端末から VPN 用ソフトウェアを利用して

オンラインレセプト請求及び保守サービスが利用可能な状態で納品すること。 

（４）納品時、ネットワーク機器に下記のセキュリティ対策の設定が施してあること。 

・システム上利用することのないプロトコルの外部ネットワークからの通信につ

いては、全て遮断すること。（例：電子メール用の各種プロトコル等） 

・原則、ホワイトリスト方式とし、許可する接続元以外とのネットワーク間の通信   

は全て遮断すること。 

（許可する接続元）：社会保険診療報酬支払基金（オンライン請求元）、ソフトウ

ェアのアップデート用（OS、ウイルス対策ソフト）、オン

ラインサポート用などの業務上必須のもの。 

 （５）レセプト用端末上で、現行のオンライン資格確認システムの操作が可能であるこ

と。（現行のオンライン資格確認システムのカードリーダーは FUJITSU Caora） 



３ 個人情報の保護 

 本業務を行う際の個人情報の扱いについては、別記「個人情報の取扱いに関する特

記仕様書」を遵守しなければならない。 

 

４ その他  

   受注者は、本業務の遂行に当たり疑義が生じた場合は、その都度速やかに福知山市

と協議の上、その指示に従うこと。また、本仕様書に定めのない事項については、協

議のうえ取り決めるものとする。 



【ネットワーク図】 
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ルーター 

社会保険診療報酬支払

基金 

（オンライン請求先） 

●調達 

レセプト用端末 

●調達 

ネットワーク機器 

●業務上必要な接続先 

・オンラインサポート元 

・ＯＳアップデート 

・セキュリティソフト更

新 

ソフトウェアＶＰＮ

による通信 

ネットワーク機器の設定に

より、特定の接続先のみ通

信を許可する。 

他は原則、全て遮断 



別記 

個人情報の取扱いに関する特記仕様書 

 

（定義） 

第１条 この特記仕様書において、個人情報とは、次の各号に掲げる用語の意義を含むものと

する。 

（１）生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述

等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と容易に照合することができ、

それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)をいう。 

（２）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成２５年

法律第２７号)第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

 

（個人情報の保護に関する条例等の遵守） 

第２条 受注者は、福知山市個人情報保護法施行条例（令和４年本市条例第１３号）及び福知

山市情報セキュリティポリシーに基づき、本個人情報の取扱いに関する特記仕様書（以下

「特記仕様書」という。）を遵守しなければならない。 

 

（責任体制の整備） 

第３条 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制

を維持しなければならない。 

 

（基本的事項） 

第４条 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たって

は、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければ

ならない。 

 

（秘密の保持） 

第５条 受注者は、この契約の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏ら

してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

２ 受注者は、業務に関わる作業責任者及び作業従事者に対して、秘密保持に関する誓約書を

提出させなければならない。 

 

 （目的外収集・利用の禁止） 

第６条 受注者は、この契約による事務を処理するため、個人情報を収集し、又は利用すると

きは、受託事務の目的の範囲内で行うものとする。 

  

 （第三者への提供の禁止） 

第７条 受注者は、この契約による事務を処理するため本市から提供を受け、又は受注者自ら

が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、本市の承諾なしに第三者に

提供してはならない。 

 

 （複写、複製の禁止） 



第８条 受注者は、この契約による事務を処理するため本市から提供を受け、又は受注者自ら

が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、本市の承諾なしに複写し、又

は複製してはならない。 

 

 （適正管理） 

第９条 受注者は、この契約による事務を処理するため本市から提供を受け、又は受注者自ら

が収集し、若しくは作成した個人情報の滅失及び毀損の防止に関する措置を講じなければ

ならない。  

 

 （作業場所の指定等） 

第 10条  受注者は、本市が指定する場所以外の場所で、この契約による個人情報を取り扱う

事務を処理してはならない。ただし、本市が指定する場所以外の場所で、この契約による個

人情報を取り扱う事務を処理する必要がある場合において、あらかじめ当該作業場所にお

ける個人情報の安全確保の措置の内容を本市に届け出て、本市の承諾を得た場合は、この

限りでない。 

２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により本市に申請し、その承認を得な

ければならない。 

３ 受注者は、本市の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者及び作業従事者に対

して、受注者が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名が分かるようにしなければな

らない。 

 

（管理責任者等の届出） 

第 11条 本市及び受注者は、個人情報の取扱いに係る事務組織、管理責任者及び事務担当者

を定め、書面により相互に通知するものとする。 

２ 受注者は、個人情報の取扱いに係る管理責任者及び事務担当者を変更する場合の手続を

定めなければならない。 

３ 受注者は、管理責任者を変更する場合は、事前に書面により本市に申請し、その承認を得

なければならない。 

４ 受注者は、事務担当者を変更する場合は、事前に書面により本市に報告しなければならな

い。 

５ 管理責任者は、特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう事務担当者を監督しなけ

ればならない。 

６ 事務担当者は、管理責任者の指示に従い、特記仕様書に定める事項を遵守しなければなら

ない。 

 

（教育の実施） 

第 12条 受注者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記仕様書に

おける作業従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作

業従事者全員に対して実施しなければならない。 

２ 受注者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立

しなければならない。 

 

（個人情報の管理） 



第 13条 受注者は、業務の実施において利用する個人情報を保持している間は、次の各号の

定めるところにより、個人情報の管理を行わなければならない。 

（１）施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に個人情報を

保管すること。 

（２）本市が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち出さな

いこと。 

（３）個人情報を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等以上

の保護措置を施すこと。 

（４）事前に本市の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ、業務に必要最小限の範囲で行う

場合を除き、個人情報を複製又は複写しないこと。 

（５）個人情報を移送する場合、移送時の体制を明確にすること。 

（６）個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された媒体及びそのバックア

ップの保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。 

（７）個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の利用者、保管場所その他の個人情

報の取扱いの状況を当該台帳に記録すること。 

（８）個人情報の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故（以下「個人情報の漏えい等の事

故」という。）を防ぎ、真正性、見読性及び保存性の維持に責任を負うこと。 

（９）作業場所に、私用パソコン、私用外部記憶媒体その他の私用物を持ち込んで、個人情報

を扱う作業を行わせないこと。 

（10）個人情報を利用する作業を行うパソコンに、個人情報の漏えいにつながると考えられる

業務に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

 

（運搬） 

第 14条 受注者は、この契約による事務の処理その他この契約の履行に関し、個人情報が記

載された資料等を運搬するときは、個人情報の漏えい、毀損及び滅失を防止するため、受注

者の責任において、確実な方法により運搬しなければならない。 

 

（受渡し） 

第 15条 受注者は、本市受注者間の個人情報の受渡しに関しては、本市が指定した手段、日

時及び場所で行った上で、本市に個人情報の預り証を提出しなければならない。 

 

（個人情報の返還又は廃棄） 

第 16条 受注者は、業務の終了時に、業務において利用する個人情報について、本市の指定

した方法により、返還又は廃棄を実施しなければならない。 

２ 受注者は、業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前に消去又は廃

棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を書面により

本市に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 受注者は、個人情報の消去又は廃棄に際し本市から立会いを求められた場合は、これに応

じなければならない。 

４ 受注者は、業務において利用する個人情報を廃棄する場合は、当該情報が記録された電磁

的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講じ

なければならない。 

５ 受注者は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者名及



び消去又は廃棄の内容を記録し、書面により本市に対して報告しなければならない。 

６ 受注者がこの契約による事務を処理するために、本市から提供を受け、又は受注者自らが

収集し、若しくは作成した個人情報が記録された全ての資料等は、その契約完了後直ちに本

市に返還し、返還する資料等（資料名称や個人情報の項目、媒体名、数量等の内容が分かる

もの）の明細とともに引き渡しを行うとともに、複製された資料等が無いことを証する書面

を合わせて本市に提出しなければならない。 

 

（従事者への周知及び監督） 

第 17条  受注者は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中はもとより退職後

においても、その事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的

に使用してはならないこと、これに違反した場合は、本市個人情報保護条例により罰則が適

用される場合があることなど、個人情報の保護のために必要な事項を周知するとともに、個

人情報の適正管理の徹底が図られるよう、必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

 

（再委託の禁止） 

第 18条 受注者は、本市が承諾した場合を除き、この契約による個人情報を取り扱う業務に

ついては自ら行い、第三者にその取扱いを委託（以下「再委託」という。）してはならない。 

２ 受注者は、業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、再委託先の名称、再委

託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における

安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にし

た上で、業務の着手前に、書面により再委託する旨を本市に申請し、その承認を得なければ

ならない。 

３ 前項の場合、受注者は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、本

市に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法に

ついて具体的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、再委託先に対して業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとと

もに、本市の求めに応じて、管理・監督の状況を本市に対して適宜報告しなければならない。 

 

（定期報告及び緊急時報告） 

第 19 条 受注者は、本市から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、

直ちに報告しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなけ

ればならない。 

 

（監査及び検査） 

第 20条 本市は、業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要な措置

が講じられているかどうか検証及び確認するため、受注者及び再委託先に対して、監査又は

検査を行うことができる。 

２ 本市は、前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報を求め、又は業務の処理に

関して必要な指示をすることができる。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 



第 21条 受注者は、業務を派遣労働者、契約社員、その他の正社員以外の労働者に行わせる

場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受注者は、本市に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を

負うものとする。 

 

（取扱い状況の報告及び調査） 

第 22条 本市は、必要があると認めるときは、この契約による個人情報の取扱いの状況につ

いて、受注者に報告させ、又は随時実地に調査することができるものとする。 

  

（指示） 

第 23条  本市はこの契約による個人情報の取扱いが不適当と認められるときは、受注者に対

して必要な指示を行うものとし、受注者はその指示に従わなければならない。 

 

（事故時の対応） 

第 24条 受注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合又は生じるおそれ

のあることを知った場合は、その事故の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに本市に対

して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況を書面により報

告し、本市の指示に従わなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、本市その他の関係者との連

絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、

緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 本市は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故

に関する情報を公表することができる。 

 

（契約解除） 

第 25条 本市は、受注者が特記仕様書に定める義務を履行しない場合は、特記仕様書に関連

する業務の全部又は一部を解除することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、本市に対し

て、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

 


